
6-3 家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法））

出典：家電リサイクル 年次報告書（H19） 財団法人家電製品協会 より
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6-4 家電リサイクルの現状（参考）

出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討小委員会、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルＷＧ 合同会合 資料

（*2）

小売業者による引取

1,720万台

製造業者等に
よる再商品化

1,162万台
（*3）

リユース向け
販売

697万台

廃棄物処分業
の許可を持つ
中古品の取扱
業者及び資源
回収業者によ
る資源回収

167万台
（*5）

資源回収業者
による資源回

収
254万台

地方公共団体
による一般廃
棄物としての

処理
7万台
（*3）

国内向け
103万台

海外向け
594万台（*4）

国内向け
150万台

海外向け
17万台

国内向け
94万台

海外向け
160万台

引越業者
62万台

回収業者
223万台

不法投棄
16万台（*3）

中古品の取扱
業者等（古物
商、廃棄物処
分許可業者、
資源回収業者
を含む）による

引取

454万台

地方公共団体
による引取

26万台（*3）

家庭又は事業所
からの排出

2,287万台

このうちリース・レ
ンタル業者からの

排出

62万台

124万台

238万台

1,055万台（*1）

71万台（このうちリース・レンタル業者2万台）

1,720万台

62万台

186万台

44万台

10万台

303万台

このうち

リース・レンタル業者 60万台

394万台

このうち引越業者 3万台、

リース・レンタル業者 57万台

このうち引越業者 35万台、

リース・レンタル業者 2万台

43万台

このうち引越業者 7万台、

リース・レンタル業者 2万台

16万台

19万台（*3）

7万台（*3）

（*1）小売業者へのアンケート
結果を基に推計すると、約
1,424万台となり約369万台の
乖離がある。

（*4）日本貿易統計によ
ると家電4品目の輸出は
約337万台であり、約
257万台の乖離がある。

（*5）産業廃棄物として
の処理約10万台（環境
省「第5回合同会合資料
2-2」）を含む。

（*2）家電リサイクル券を貼って製造業者へ引き渡すことに金銭的なメリットは少な
いと考えられるため、小売店から廃家電の運搬委託を受けたものと想定した。

（*3）既存の統計データ
をそのまま利用。

18万台
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6-5 パソコンリサイクル（資源有効利用促進法）

－3,147.74,298.7340,2104,552.1計

64.3161.0250.346,569335.9液晶ディスプレイ装置

76.81,998.92,603.5108,7072,603.5CRTディスプレイ装置

47.683.0174.261,719222.0ノートブック型パソコン

71.2904.81,270.7123,2151,390.7デスクトップ型パソコン本体

資源再利用率
（％）

資源再利用量
(t）

再資源化処理量
(t）

回収台数
（台）

回収重量
（t）

家庭から廃棄された使用済パソコンの回収及び再資源化実績（平成19年度）

出典：有限責任中間法人パソコン３Ｒ推進センター HPより
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6-6 パソコン等使用済情報処理関連機器処理フロー

プラスチック

ハーネス
ケーブル

ブラウン管

ユニット類
（ＨＤＤ／ＦＤＤ
ＣＤ－ＲＯＭ

電源）

鉄

樹脂メーカー

被覆

ガラス

銅

プリント基板
ハーネス

筐体、シャーシ
ユニット類（ＨＤＤ．ＦＤＤ、

CD-ROM，電源）

電池
キーボード

デスクトップＰＣ本体

ブラウン管
ハーネス

ヨーク/電子銃

筐体
電源ユニット

ＣＲＴ型モニター

液晶パネル
ハーネス

プリント基板
筐体

蛍光管

ＬＣＤ型モニター

プリント基板
ハーネス

筐体
ユニット類（ＨＤＤ，ＦＤＤ、

ＣＤ－ＲＯＭ）
ＬＣＤパネル

蛍光管
二次電池
キーボード

ノートブックＰＣ

プリンター

破砕

鉄

破砕・選別 アルミ/銅
ダスト

電炉メーカー

非鉄精錬所

埋立

破砕・選別
ガラスメーカー

液晶パネル

建材メーカー

プリント基板

湿式製錬

皮剥き・切断

二次電池 種類分別

蛍光管 破砕・選別
蛍光粉

ｶｰﾄﾘｯｼﾞ メーカー

樹脂再生

鉄

アルミ/銅

金/銀/銅

ｺﾊﾞﾙﾄ/Ｃｄ

ＣＲＴ

熱回収・高炉還元剤としての利用

金属精錬鉱山

ガラスウール

非鉄精錬所
アルミ

水銀回収

再生製品整備、交換、トナー充鎮

手解体 分別 処理・選別
再資源化 処分

攪拌分離
ガラス

液晶
焼却

カレット

リサイクラー

ガス化溶融炉

溶融スラグ化 路盤材

熱回収

金属精錬鉱山

アルミ

銅

焼却

注１）デカブロ系難燃剤を含有するプラスチックであって、部品リユースできないものについては、高温処理又は管理型処分場への
埋立処分を行う。また、液晶パネルであって、部品リユース、マテリアルリサイクル、熱回収ができないものについては、溶融スラグ
化又は管理型処分場への埋立処分を行う。
注２)PC関連機器以外の情報処理関連機器についても構成比率は異なるが分別後の処理フローは同様。

出典：パソコン等使用済情報処理関連機器処理フロー（平成16年度） 社団法人電子情報技術産業協会 より
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6-7 小形二次電池リサイクル（資源有効利用促進法）

JBRC （Japan Portable Rechargeable Battery Recycling Center）
小形充電式電池（ニカド電池、ニッケル水素電池、
リチウムイオン電池 ）のリサイクル推進組織

リサイクル協力店 約20,000
リサイクル協力事業者 約8,000
リサイクル協力自治体 約140
東邦亜鉛㈱、日本リサイクル
センター㈱にて再資源化

図表出典：有限責任中間法人JBRC HPより

07年度06年度05年度04年度

5151515150小形シール
鉛蓄電池

5658586130リチウム
イオン電池

7777777755ニッケル水素
電池

7373737460ニカド電池

実績値法定
目標値

再資源化実施率（単位％）

※グラフは2008.10現在
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6-8 小形二次電池のリサイクルフロー(JBRC)

図表出典：有限責任中間法人JBRC HPより
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7-1 携帯電話・PHSのリサイクル

図表出典：モバイル・リサイクル・ネットワーク HPより

3,7063,4753,5873,181台数
充電器

145125132159重量

544558622677重量

250234259228重量

7,1986,1336,5757,312台数
電 池

6,4436,6227,4448,528台数
本体

平成19年平成18年平成17年平成16年

モバイル・リサイクル・
ネットワーク

携帯電話・PHS事業者
とメーカーからなる取組

全国約１０，４００店舗
（平成２０年３月末現在）
で回収

使用済後に退蔵（保存）
されるケースが多く、回
収台数は減少

回数台数（千台）と回収重量（トン）の推移
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8-1 レアメタル回収システムの状況の例 （インジウム）

記号 元素名
主

製品
副生
品

製造
施設

製造技術
工程
くず

使用
済品

リサイクル技術
技術
段階

In インジウム 透.明電極ITO
(世界需要80%)
ボンディング材
他

○ ○

亜鉛精錬の副産物
溶解解精製とH還元又
は電解析出法

○ △

ITOターゲットからの
工程くず回収はOK
(国内需要の半分を
供給)

強化中

使用済み液晶パネルから
の回収は開発中
回収量が少ないためコスト
的に困難

リサイクル現状と課題
国内製錬能力 国内リサイクル能力元素（鉱種）

主用途
リサイクル

出典：「鉱物資源マテリアルフロー2007」 独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構 より
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8-2 選別（分別）技術－物理的分離

分別：使用済小型家電のうちレアメタル回収対象とその他を製品別にする。

（「選択的に集める」方法と、「回収後により分ける」方法あり）

分別1：資源回収対象とそれ以外（廃棄）のより分け

資源価値の低いものについては廃棄処分もありうる

回収ターゲットとなる製品について特定する必要

分別2：レアメタル含有製品のより分け

特定機種(携帯電話・PHS、二次電池等)については、既存ルートへ

レアメタル回収か、貴金属回収か、ベースメタル回収かの選択

選別：レアメタルの集中する部位・部品（基板・電子回路等）を取り出す。

（レアメタルの含有率（品位）は選別によって 向上する）

選別1：解体による対象部位の特定と取り出し

基板類解体・分解による高品位部分より分け

選別2：特定部品のピックアップ

液晶、コンデンサのような特定部品(特定含有)のより分け
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8-3 レアメタル回収（製錬）技術

現状では、非鉄製錬でのベースメタル（銅）の回収工程に、
分別・選別後の使用済小型家電を原料として投入。

製錬システムでは、レアメタルは副産物であり、全体は対
象金属(ベースメタル)に最適化されている。

レアメタル回収のためには以下の技術が必要

レアメタルを回収（→製錬）する技術

既存処理ルート（非鉄製錬）における工程の追加

既存レアメタルリサイクルシステムにおける回収工程の追加

レアメタルに関する製錬技術、施設（国内）の確保

新規の再資源化技術開発

対象の分離・濃縮→もう一度原料として利用可能とする
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【ＰＴＳ：残留性化学物質】

1.EUリスクアセスメントの結果

ペンタ・オクタ体ポリ臭素化ジフェニルエーテル(PeBDEs,OBDEs)は生産・使用を自粛

2.PBDDs/DFs(臭素化ダイオキシン類)
PBDEsの使用に伴う代謝・分解産物・非意図的副生成としてDXN体生成の可能性

3.重金属類

ローカル汚染問題発生の懸念、グローバルのバックグランド濃度上昇懸念

水銀をはじめとしてグローバルアクションの可能性あり

9-1 使用済小型家電における化学物質リスク

出典：「家庭系廃製品の残留化学物質とシナリオ解析」アジア国際資源循環アドバイザリー委員会 より

RoHs指令対象物質
（１）鉛 、（２）水銀 、（３）カドミウム 、（４）六価クロム 、
（５）ＰＢＢ（ポリ臭化ビフェニール） 、（６）ＰＢＤＥ（ポリ臭化ジフェニルエーテル）
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9-2 リサイクルシステム評価手法の事例

出典：アジア国際資源循環アドバイザリー委員会「家庭系廃製品の残留化学物質とシナリオ解析」 より
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